

























































開局／年 1928 1929 1930 1931 1932 1933 1934 1935 1936
薬剤師開局 9,154 9,854 10,067 10,572 11,192 11,595 11,843 12,130 12,428














1933年（専門学校第 1回生）から 1951年（専門学校第 20回生）まですべての卒業生の 1956年
当時の勤務先は【表 3】の通りである。2114人から死亡した 127人を除くと 1987人であり，その
うち，「職業記載なし・不明」の者は 1384人（1987人の約 70％）である。残りの 603人（1987人
の約 30％）が就業先を記載している。
一番多いのは「薬局経営」で 360人（603人の約 60％）である。その次に多いのは「病院・診療所」
に勤務している者で 87人（603人の約 14％）である。その次は「公的機関」で 34人（603人の約
6％），その次は「薬局」勤務で 31人（603人の約 5％），その次が「その他企業」30人，「製薬会社」
28人と続く。
1933年卒業者にとって，1956年とは卒業後 23年後である。【表 4】からわかる通り，死亡 12人
を除く 54人中 23人（54人の約 43％）が職業に就いており，そのうちの 18人（23人の約 78％）
は薬局経営を行っている。また，3人（23人の約 13％）が病院・診療所に勤めている。
【表 2】私立薬学専門学校卒業生の進路 22（『大日本帝国文部省年報 64』より筆者作成）
就業形態／卒業年度 1932 1933 1934 1935 1936
病院薬剤師（女） 39 128 104 311 302
病院薬剤師（男） 93  98 169 313 130
薬局開業（女） 34  85  35  71  90
薬局開業（男） 73  78  58  70  45
40 薬学専門学校卒業生の進路に関する研究（その 1）　―東京薬学専門学校女子部を事例として―（木村）
【表 5】は，1934年卒業者（卒業 22年後）の勤務状況である。死亡 13人を除く 52人中 19人（52
人の約 37％）が職業に就いており，そのうちの 16人（19人の約 84％）が薬局経営を行っている。
また 2人（19人の約 10％）が公的機関に勤務している。
【表 6】は，1935年卒業者（卒業 21年後）の勤務状況である。死亡 2人を除く 54人中 18人（54
人の約 33％）が職業に就いており，そのうちの 14人（18人の約 78％）が薬局経営を行っている。
また 2人（18人の約 11％）が公的機関に勤務している。
【表 7】は，1936年卒業者（卒業 20年後）の勤務状況である。死亡 10人を除く 71人中 20人（71
人の約 28％）が職業に就いており，そのうち 16人（20人の 80％）が薬局経営を行っている。
















【表 3】 1933年（専門学校第 1回生）から 1951
年（専門学校第 20回生）卒業生の勤務先





小学校   2
中学校   4
高校   1
ろう学校   1
大学  18
経営   2
議員    1
公的機関   34
医師    1
その他企業   30
民間研究所    2













【表 8】は，1937年卒業者（卒業 19年後）の勤務状況である。死亡 6人を除く 88人中 16人（88
人の約 18％）が職業に就いており，そのうち 13人（16人の約 81％）が薬局経営を行っている。
【表 9】は，1938年卒業者（卒業 18年後）の勤務状況である。死亡 7人を除く 85人中 34人（85
人の 40％）が職業に就いており，そのうち 30人（34人の約 88％）は薬局経営を行っている。ま
た 3人（34人の約 9％）が病院・診療所に勤務している。
【表 10】は，1939年卒業者（卒業 17年後）の勤務状況である。死亡 15人を除いた 85人中 18人（85
人の約 21％）が職業に就いており，そのうち 12人（18人の約 67％）が薬局経営を行っている。
また 3人（18人の約 17％）が公的機関に，2人（18人の約 11％）がその他企業に勤務している。
【表 11】は，1940年卒業者（卒業 16年後）の勤務状況である。死亡 10人を除く 99人中 28人（99
人の約 28％）が職業に就いており，そのうち 19人（28人の 68％）が薬局経営を行っている。ま
た 3人（28人の約 11％）が病院・診療所に，2人（28人の約 7％）が薬局，及び公的機関にそれ
ぞれ勤務している。
【表 12】は，1941年卒業者（卒業 15年後）の勤務状況である。死亡 4人を除く 107人中 21人（107
人の約 20％）が職業に就いており，そのうち 17人（21人の約 81％）が薬局経営を行っている。
専門第 10回生の卒業年については，1941年 10月 16日に公布された戦時体制の勅令「大学専門



















病院・診療所   1
公的機関   3













れ 1941年 12月 28日付卒業となり，次年度からは 6ヵ月短縮して 3年 6ヵ月の修業年限が，終戦
時まで継続した 23。
【表 13】は，専門第 10回生の卒業者（卒業 14年後）の勤務状況である。死亡 5人を除いた 106
人中 32人（106人の約 34％）が職業に就いており，そのうち 19人（32人の約 59％）が薬局経営
を行っている。また 4人（32人の約 13％）が病院・診療所に，それぞれ 3人（32人の約 9％）が
薬局と大学に，2人（32人の約 6％）がその他企業に勤務している。
【表 14】は，1942年卒業者（卒業 14年後）の勤務状況である。死亡 6人を除いた 92人中職業に
就いているのは 17人（92人の 18％）であり，そのうち 10人（17人の約 59％）が薬局経営を行って
いる。また，3人（17人の約 18％）が病院・診療所に，2人（17人の約 12％）が薬局に勤務している。
【表 15】は，1943年卒業者（卒業 13年後）の勤務状況である。死亡 13人を除く 108人中 32人（108
人の約30％）が職業に就いており，そのうち25人（32人の約78％）が薬局経営を行っている。また，
それぞれ 2人（32人の約 6％）が薬局及び公的機関に勤務している。
【表 16】は，1944年卒業者（卒業 12年後）の勤務状況である。死亡 7人を除く 108人中 39人
【表 12】 1941年卒業者（専門第 9回生）の勤務先
薬局経営  17
薬局   1
病院・診療所   1
製薬会社   1
公的機関   1
職業記載なし・不明  86
死亡   4
総　計 111
【表 13】 1941年 12月卒業者（専門第 10回生）の
勤務先
薬局経営  19
薬局   3
病院・診療所   4
大学   3
公的機関   1
その他企業   2
職業記載なし・不明  74
死亡   5
総　計 111









【表 11】1940 年卒業者（専門第 8回生）の勤務先
薬局経営  19
薬局   2
病院・診療所   3
大学   1
公的機関   2





（108人の約 36％）が職業に就いており，そのうち 24人（39人の約 62％）が薬局経営を行っている。
またそれぞれ 4人（39人の約 10％）が病院・診療所及び公的機関に，3人（39人の約 8％）が薬
局に，2人（39人の約 5％）が製薬会社に勤務している。
【表 17】は，1945年卒業者（卒業 11年後）の勤務状況である。死亡 5人を除く 116人中 46人（116
人の約 40％）が職業に就いており，そのうち 20人（46人の約 43％）が薬局経営，13人（46人の
28％）が病院・診療所に勤めている。また，それぞれ 4人（46人の約 9％）が薬局及び大学に勤務
している。
【表 18】は，1946年卒業者（卒業 10年後）の勤務状況である。死亡 3人を除く 99人中 36人（99
人の約 36％）が職業に就いており，そのうち 18人（36人の 50％）が薬局経営を行っている。また，
【表 15】1943年卒業者（専門第 12回生）の勤務先
薬局経営  25
薬局   2
病院・診療所   1
製薬会社   1
公的機関   2

















薬局   4
病院・診療所  13
製薬会社   1
中学校   1
大学   4
公的機関   1
議員   1
民間研究所   1
職業記載なし・不明  70




薬局   2
病院・診療所   3
製薬会社   2
高校   1
大学   1
公的機関   6
その他企業   2
医師   1
職業記載なし・不明  63
死亡   3
総　計 102
44 薬学専門学校卒業生の進路に関する研究（その 1）　―東京薬学専門学校女子部を事例として―（木村）
6人（36人の約 17％）が公的機関に，3人（36人の約 8％）が病院・診療所に，それぞれ 2人（36
人の約 6％）が薬局，製薬会社及びその他企業に勤務している。
【表 19】は，1947年卒業者（卒業 9年後）の勤務状況である。死亡 6人を除く 101人中 27人（101
人の約27％）が職業に就いており，そのうち16人（27人の約59％）が薬局経営を行っている。また，
4人（27人の約 15％）が病院・診療所で，それぞれ 2人（27人の約 7％）が製薬会社及び大学で
勤務している。
【表 20】は，1948年卒業者（卒業 8年後）の勤務状況である。129人中 30人（129人の約 23％）
が職業に就いており，そのうち 15人（30 人の 50％）が薬局経営を行っている。また，5人（30人
の約 17％）が病院・診療所に，3人（30人の 10％）が製薬会社に，それぞれ 2人（30人の約 7％）
が薬局及び大学に勤務している。
【表 21】は，1949年卒業者（卒業 7年後）の勤務状況である。死亡 2人を除く 149人中 54人（149
人の 36％）が職業に就いており，そのうち 20人（54人の約 37％）が薬局経営を行っている。また，
15人（54人の約 28％）が病院・診療所に勤めている。また，それぞれ 5人（54人の約 9％）が公
的機関及びその他企業に，4人（54人の約 7％）が製薬会社に，それぞれ 2人（54人の約 4％）が
薬局及び大学に勤務している。
【表 22】は，1950年卒業者（卒業 6年後）の勤務状況である。140人中 48人（140人の約 34％）
が職業に就いており，そのうち 16人（48人の約 33％）が薬局経営を行っている。また，11人（48
人の約 23％）が病院・診療所に勤めており，同じく 11人（48人の約 23％）がその他企業に勤めて
いる。また 5人（48人の約 10％）が製薬会社に，3人（48人の約 6％）が公的機関に勤務している。
【表 23】は，1951年卒業者（卒業 5年後）の勤務状況であるが，死亡 1人を除く 144人中 45人
（144人の約 31％）が職業に就いている。一番多いのは薬局経営で 22人（45人の約 49％）であり，
その次が病院診療所の 10人（45人の約 22％）である。また 4人（45人の約 9％）が製薬会社に，
【表 19】1947年卒業者（専門第 16回生）の勤務先
薬局経営  16
病院・診療所   4
製薬会社   2
中学校   1
ろう学校   1
大学   2
その他企業   1
職業記載なし・不明  74




薬局   2
病院・診療所   5
製薬会社   3
小学校   1
中学校   1
大学   2


























薬局   1
病院・診療所  11
製薬会社   5
公的機関   3
その他企業  11




























































 8 東京薬科大学所蔵「東京薬科大学東薬会会員名簿　昭和 31年 8月現在」（東京薬科大学東薬会，1956年）pp. 219-276
 9 東京薬科大学九十年編集委員会『東京薬科大学九十年』（学校法人東京薬科大学，1970年）p. 268
 10 同前 p. 267
 11 同前 p. 194
 12 同前 p. 194
 13 同前 p. 130
 14 同前 p. 194
 15 同前 p. 195
 16 東京都公文書館所蔵資料「東京薬学専門学校女子部設置の件」起案年月日 1931年 2月 26日
 17 前掲『東京薬科大学九十年』p. 195
 18 同前 p. 197
 19 前掲「東京薬学専門学校女子部設置の件」
 20 前掲「戦前期日本の女子薬学専門学校に関する研究―女子生徒の進学要因に関する検討を中心に―」pp. 82-85
 21 内務省衛生局『衛生局年報』1928年から 1936年をもとに作成。
49薬学専門学校卒業生の進路に関する研究（その 1）　―東京薬学専門学校女子部を事例として―（木村）
 22 『大日本帝国文部省年報第 64』1943年 ,pp. 381-382。
 23 前掲『東京薬科大学九十年』p. 206
 24 図 1～図 4の勤務先等の割合は，卒業回ごとの卒業生全数（「死亡」を含む）に対する数値である。
